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提案募集一覧（４４社７２提案）

グ
ル
ー

プ

整理番
号

システム名 概要
サービス導入

希望時期
周波数帯域（帯域幅）

システムの
伝送速度

関連する
標準・システム

　
　
Ⅰ

　
　
Ⅱ

　
　
Ⅲ

　
　
Ⅳ

　
　
Ⅴ

　
　
Ⅵ

　
　
Ⅶ

　
 

そ
の
他

所属

6-1
車車間通信を用いた安全運転支援シス
テム

車両相互の衝突事故や、横断歩行者との衝突
事故を未然に回避するため、通信技術を活用し
た運転支援システムを導入する。

2010年度以降

700MHz～1GHz帯(例えば
770MHz帯等)、1.5～3GHz帯(例
えば1.7GHz,2.4GHz帯等)、5.8～
6GHz帯(例えば5.8GHz帯等)
（ 30M～50MHz（複数帯域の指
定可））

（ITS） ◎
(社)日本自動車
工業会

6-2 車々間アドホック通信網
平時は車々間通信、非常時はP2P通信の中継
を可能とする、車載無線機器による自律的な通
信網を導入する。

（80MHz） （ITS） ◎ ⑤ 伊藤忠商事（株）

6-3
79GHz帯ＩＴＳ走行応用システム（レー
ダ、通信）

車両が周りの走行環境・状態を自立的に検知判
断し、自車の走行意志（車線変更する等）ととも
に相互に通信することで安全性を向上するITS
応用システムを導入する。

2010～2013年 79GHz帯（4GHz） （ITS） ◎ (株)日立製作所

6-4 5.9GHz ITS無線通信システム
5.9GHz帯を専用周波数帯として、車々間・路車
間通信を用いた、安全運転支援システムを導入
する。

2010年頃 5.9GHz帯（80MHz） DSRC 　 ◎ (株)日立製作所

6-5 VHF帯ITS無線通信システム
様々な周波数帯におけるITSの各種無線メディ
アを制御し、不感地帯を解消するための無線通
信システムを実現する。

2010年頃 170～222MHz帯（10MHz） （ITS） ◎ (株)日立製作所

6-6
ITSシステム（車々間通信と路車間通
信、レーダ）

車両相互の衝突事故や、横断歩行者との衝突
事故を未然に回避するため、通信技術を活用し
た運転支援システムを導入する。

2007年
76～81 / 59～66GHz帯（2～
3GHz）、
5.8GHz帯（80MHz）

～100Mbps （ITS） ○ ◎ 富士通（株）

6-7 路車間・車々間通信
車の安全に資する情報収集・提供を主な目的と
し、路車間及び車車間通信を統合的に行うシス
テムを導入する。

2012年～ 5.9GHz帯（75MHz） IEEE802.11p ○ ○ ◎ ○ 日本電気（株）

6-8
インフラ協調(路車間/車車間通信利用)
運転支援システム

車両相互の衝突事故や、横断歩行者との衝突
事故を未然に回避するため、通信技術を活用し
た運転支援システムを導入する。

2010年以降

100～400MHz帯、
700～1GHz帯、
１．５～3GHz帯、
3～5GHz帯、
5.8～6GHz帯、
ミリ波帯

IEEE802.11p ○ ○ ○ ◎
③
⑤

トヨタ自動車（株）

6-9
安全運転支援のための車車間通信ｼｽ
ﾃﾑ

車々間相互の運転情報交換等のため、通信技
術を活用した運転支援システムを導入する。

2008～2010年 5.8GHz帯（100MHz） （ITS） ◎ ○
（財）日本自動車
研究所

6-10 車々間通信システム
車々間相互の運転情報交換等のため、通信技
術を活用した運転支援システムを導入する。

2008～2010年頃
200MHz帯（4MHz～）、
5GHz帯（50～100MHz）

IEEE802.11p ◎ 沖電気工業（株）

6-11 ブロードバンド車車間通信システム
車両相互の衝突事故等を未然に回避するた
め、通信技術を活用した運転支援システムを導
入する。

2010年頃 5.7～5.9GHz帯（80MHz） DSRC ○ ◎ （株）デンソー

（◎は、主な利用シーン）

（①～⑧は、その他の利用シーンを選択した場合のニーズ要素）

利
用
シ
ー

ン
６

          具体的なシステムの提案募集の結果一覧（暫定版）

利用シーン
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６－１ 車車間通信を用いた安全運転支援システム (社)日本自動車工業会

 

システム名 車車間通信を用いた安全運転支援システム  

１．システム名

及び概要 
【概要】 

国土交通省が推進している第３期ＡＳＶ（先進安全自動車）では車車

間通信を予防安全向上に資する運転支援システムの実用化に向けた

検討を国内１４自動車メーカ共同で取り組んでいる。 

車両相互の衝突事故、および横断歩行者との衝突事故を未然に回避す

る技術手段として通信技術を活用した運転支援システムの研究を推

進している。これにより従来の自律技術だけでは対応できない事故に

おいても事故低減が可能となる。 

社団法人日本自動車工業会は、迅速なシステムの普及拡大を狙い、車

車間通信システムの標準化（周波数、プロトコル）及び条件整備を推

進し、安全な交通社会の実現を目指す。 

 

 

 

２．提案するシ

ステムの該当

する利用シー

ン 

 

該当する利用

シーン（報告書

第４章第４節）

の□に印をし

てください 

□ Ⅰ．ユーザーは何処で使えるかを全く意識しなくてよく、また、

一度接続されると、車中のような移動中を含めどの様な状態

においても一定の通信品質が確保（帯域保証）されるサービ

スを享受 

□ Ⅱ．日常の行動範囲内であればどこであろうと、自宅や職場から

持ち出したパソコンをブロードバンド環境でストレス無く同

様に使用することができるサービスを享受。（モバイルホー

ム、モバイルオフィス） 

□ Ⅲ．ある特定地点でのみで利用可能であることを意識して利用す

るものであり、そこに行けば簡単にかつ多様なブロードバン

ドサービスを享受 

□ Ⅳ．有線によるブロードバンドの提供が困難な家、職場、施設等

において、有線と同等に近い条件でブロードバンドサービス

を享受 

□ Ⅴ．近距離にある無線機器同士が自動的に最適なネットワークを

構築し、利用者が機器同士の通信を意識することなくこれを

利用 

■ Ⅵ．移動する無線機器同士が自動的に瞬時にかつ優先的にネット

ワークを構築し、利用者が機器同士の通信を意識することな

くこれを利用 

□ Ⅶ．災害等の非常時に、通信システムを選ばず、確実に必要最小

限の情報のやり取りをすることが可能 

□ Ⅷ．その他〔 

 

                              〕 

      （                    ）※ 

（※Ⅷその他の利用シーンを提案する場合は、（ ）内に該当する

ニーズ要素を下から選び（複数可）ご記入ください。） 

 ① ユーザーが場所を意識することなく、どこでもアクセス可能な無線通信 

② 必要に応じてインターネットに常時接続が可能となる無線通信 

③ 所要の通信品質を確保することができる無線通信 

④ 有線よりも簡易に接続を確立するための近距離無線通信 

⑤ 瞬時にアドホック的な無線通信網を構築するための無線通信 

⑥ 有線での条件不利地域の通信回線を安価に確立するための無線通信 

⑦ 非常時に確実に利用することが可能な無線通信 

⑧その他 〔                      な無線通信〕 
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３．提案システ

ムに関する事

項 

１．想定される導入時期、波及効果等 
 

ＡＳＶではシステムの実用化可能な技術水準を２００８年に設定し、

通信技術もそれに準拠した技術水準を想定している。また、市場への

導入開始時期は２００８年度以降を想定している。 

また、現在は予防安全に関するアプリケーションを主体にシステム構

築を検討中であるが、車車間通信システムの普及促進を図るために各

社独自コンテンツ（アプリケーション）を展開できるよう各社毎の割

り当てデータ領域も設けている。 

具体的には通信プロトコルデータセットには安全に資する共通部分

と、各社が自由に使用できる占有部分とから成る構成とする。 

車車間通信による安全運転支援システムでは、システム普及率が重要

である。その普及促進として安全支援だけでなく利便性向上や低普及

率でも魅力あるコンテンツを用意するなどの施策も有効と考えられ

る。 

自動車が発明され１００年が経つが、他の車両とのコミュニケーショ

ンは運転者次第であり、そのためのシステムは皆無であった。車両同

士がネットワークを構成し情報交換する手段を得ることで、交通事故

低減、プローブカーによるリアルタイムな情報入手、緊急通報など、

多様なアプリケーション展開が想定される。社団法人日本自動車工業

会は、今後の交通形態を大きく変革する手段として重要なコア技術で

あると認識している。 

 

２．想定される具体的な利用イメージ 

【ＡＳＶ検討対象７事故類型】 

①右直事故 

交差点右折時に、接近する対向直進車の存在を情報提供する 

②出会い頭事故 

交差点における出会い頭時に接近する他車両の存在を情報提供する 

③歩行者事故 

横断歩道を渡る歩行者の存在を情報提供する 

④正面衝突事故 

カーブ走行中などで対向接近車両の存在を情報提供する 

⑤追突事故 

渋滞末尾車両の存在を情報提供する 

⑥左折巻き込み事故 

左折時に左側をすり抜ける二輪車の存在を情報提供する 

⑦車線変更事故 

車線変更時に後方側方の車両の存在を情報提供する 

【事故低減以外に想定するアプリケーション】 

メッセージ伝送、ブレーキ情報伝送、公共車両停止発進情報伝送、緊

急車両情報伝送 など 

 

 

 

３．サービス提供形態 

 

４．システムの導入に向けて想定される課題 

 

・アプリケーションから想定する通信範囲、環境に対し、無線周波数、

送信出力により電波伝搬距離が満足できない条件がある 

 

・車両の移動に伴いネットワークのトポロジーが高速に変化するた

め、ルーティングやチャネル制御が困難である。 

 

・システム普及率の課題 

システム導入時には低普及率でもある程度の効果が得られる仕組み

つくりが必要。また導入期を短期間にする官主導の施策が必要 

 

・ＡＳＶによる車車間通信による安全運転支援と併行して、路車協調

（路車間通信や車路車間通信）の安全運転支援が検討されている｡ 

将来の普及を考えた場合、両者の両立を考慮した対応が必要である。 

 

 

５．国内・国外における研究開発・標準化動向 

 

①国交省自交局：ＡＳＶ－３（０１年度～０５年度）： 

運転支援システムとして車車間通信によるシステム検討及びアプリ

ケーション検討を推進中 

②ARIB:ＩＴＳ情報通信システム推進会議 

車車間通信システム専門委員会 

③JARI:車車間通信システム標準化分科会 

④EU:Car2Car Communication Consortium 

⑤EU:PReVENT 

⑥US:VSCC/VII 
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周波数帯 700MHz～1GHz(770MHz 帯等) 

周波数帯 1.5～3GHz(1.7GHz,2.4GHz 帯

等) 

周波数帯 5.8～6GHz(5.8GHz 帯等) 

 

周波数幅  30M～50M  Hz 

（複数帯域の指定可）  

 

複信方式 

□周波数分割（ＦＤＤ）

□時分割（ＴＤＤ） 

 

４．システムの

具現化に必要

な周波数帯及

び周波数幅 

【理由】（算出根拠など） 

・ＡＳＶにて電波伝搬実験を行い、その結果から机上検討した結果、

現時点においてアプリケーションに対して適性の高い周波数帯とし

ては、800MHz 付近を中心として数百 MHz～数 GHz 程度の範囲内が理想

的であると考え、これらの範囲内で既存素子の流用などを含めた観点

を考慮し、周波数帯候補を選定した。 

・ＡＳＶにて、アプリケーションを満足するための通信範囲に存在す

る車両の台数および通信データ量、頻度の想定検討結果より求めた帯

域幅にマージンを加えた値を帯域として算出した。 
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６－２ 車々間アドホック通信網 伊藤忠商事㈱ 

 

システム名 車々間アドホック通信網  

１．システム名

及び概要 
【概要】 

移動する複数の車の無線機器同士が直接相互に通信し、瞬時にアド

ホック的な無線通信網を構築する。端末となる無線機器は、無線中継

の役割も果たし無線通信網を自律的に構成すると共に、マルチホップ

で通信経路を確保して相手と IP でピアツーピア通信を行う。 

平時は、車々間通信として使用する。災害などの非常時には、車と

いうインフラを活用した通信網として利用する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．提案するシ

ステムの該当

する利用シー

ン 

 

該当する利用

シーン（報告書

第４章第４節）

の□に印をし

てください 

□ Ⅰ．ユーザーは何処で使えるかを全く意識しなくてよく、また、

一度接続されると、車中のような移動中を含めどの様な状態

においても一定の通信品質が確保（帯域保証）されるサービ

スを享受 

□ Ⅱ．日常の行動範囲内であればどこであろうと、自宅や職場から

持ち出したパソコンをブロードバンド環境でストレス無く同

様に使用することができるサービスを享受。（モバイルホー

ム、モバイルオフィス） 

□ Ⅲ．ある特定地点でのみで利用可能であることを意識して利用す

るものであり、そこに行けば簡単にかつ多様なブロードバン

ドサービスを享受 

□ Ⅳ．有線によるブロードバンドの提供が困難な家、職場、施設等

において、有線と同等に近い条件でブロードバンドサービス

を享受 

□ Ⅴ．近距離にある無線機器同士が自動的に最適なネットワークを

構築し、利用者が機器同士の通信を意識することなくこれを

利用 

■ Ⅵ．移動する無線機器同士が自動的に瞬時にかつ優先的にネット

ワークを構築し、利用者が機器同士の通信を意識することな

くこれを利用 

□ Ⅶ．災害等の非常時に、通信システムを選ばず、確実に必要最小

限の情報のやり取りをすることが可能 

■ Ⅷ．その他〔災害等の非常時に、現地で、瞬時にアドホックネッ

トワークを構築し、利用者が機器同士の通信を意識することなくこれ

を利用〕 

      （ ⑤                  ）※ 

（※Ⅷその他の利用シーンを提案する場合は、（ ）内に該当する

ニーズ要素を下から選び（複数可）ご記入ください。） 

 ① ユーザーが場所を意識することなく、どこでもアクセス可能な無線通信 

② 必要に応じてインターネットに常時接続が可能となる無線通信 

③ 所要の通信品質を確保することができる無線通信 

④ 有線よりも簡易に接続を確立するための近距離無線通信 

⑤ 瞬時にアドホック的な無線通信網を構築するための無線通信 

⑥ 有線での条件不利地域の通信回線を安価に確立するための無線通信 

⑦ 非常時に確実に利用することが可能な無線通信 

⑧その他 〔                      な無線通信〕 
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３．提案システ

ムに関する事

項 

１．想定される導入時期、波及効果等 

ITS での利用は、数年後と見込まれる。普及に応じて、アドホック

的な通信網が拡大し全国に波及する。 

 

一方、災害時のアドホック的な IP 無線通信網の利用の要望は現在

既にあり、すぐにでも必要。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．想定される具体的な利用イメージ 

・ ITS（高度道路交通システム）「ナビゲーションの高度化」、「安全

運転の支援」ならびに「公共交通の支援」の一部として車車間（又

は路車）のアドホック的な無線通信網を構築 

 

・災害時の非常時に、現地での通信システムとしてのアドホック的な

無線通信網を構築 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３．サービス提供形態 

・ITS での利用：車車間での通信は車が持つ基本機能として提供 

・災害時等の非常時に、現地での利用：非常時の活動職員にネットワ

ークを開放 

 

 

 

 

 

 

４．システムの導入に向けて想定される課題 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５．国内・国外における研究開発・標準化動向 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

周波数帯     Hz 帯 

 

周波数幅    80MHz 

（複数帯域の指定可）  

 

複信方式 

■周波数分割（ＦＤＤ） 

■時分割（ＴＤＤ） 

 

４．システムの

具現化に必要

な周波数帯及

び周波数幅 

【理由】（算出根拠など） 

周波数幅： 

制御チャンネル用 20MHz、データチャンネル用 20MHz x 3、合計 80MHz 
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６－３ 79GHz 帯ＩＴＳ走行応用システム（レーダ、通信） (株)日立製作所 

 

システム名 

 

79GHz 帯ＩＴＳ走行応用システム（レーダ、通信） 

 

 

１．システム名

及び概要 

【概要】 

今後継続的かつ大幅な普及拡大が予想される自動車交通社会に対し

てより高度な安全走行環境を提供することを目的とする。 

本目的のためには、車両間及び障害物との相対位置及び走行状態(意

志)の情報検出が必須であり、これを実現するために車載装置は自立

的に走行環境情報検出をする機能（レーダ的機能）と相互通信（車々

間または路車間）による情報（提供）検出機能の両立共用補完が重要

である。 

 提案するシステムでは、車載装置はまず自車周りの他車両及び障害

物を高精度で自立的に検知し判断する（レーダ機能）。更に検出した

自車の相対位置及び走行状態または走行意志（車線変更など）をミリ

波特性を生かして空間ダイバーシティなどにより選択的方向にまた

は全方向にアドホック的にブロードキャストして効率的な高速情報

通信機能による走行情報を提供しまた他車両からの情報受信により

自立判断の高信頼化、高機能化による更なる安全性向上を可能にす

る。 

 ミリ波指向性を利用することにより、例えば走行方向前方で発生し

た渋滞、事故などの緊急情報もこれを必要とする後方にのみブロード

キャストすることも可能になり、ＩＴＳ応用では重要と思われる通信

方向の検知制御も可能になり、情報通信の高効率化を実現する。 

 

 

 

 

２．提案するシ

ステムの該当

する利用シー

ン 

 

該当する利用

シーン（報告書

第４章第４節）

の□に印をし

てください 

□ Ⅰ．ユーザーは何処で使えるかを全く意識しなくてよく、また、

一度接続されると、車中のような移動中を含めどの様な状態

においても一定の通信品質が確保（帯域保証）されるサービ

スを享受 

□ Ⅱ．日常の行動範囲内であればどこであろうと、自宅や職場から

持ち出したパソコンをブロードバンド環境でストレス無く同

様に使用することができるサービスを享受。（モバイルホー

ム、モバイルオフィス） 

□ Ⅲ．ある特定地点でのみで利用可能であることを意識して利用す

るものであり、そこに行けば簡単にかつ多様なブロードバン

ドサービスを享受 

□ Ⅳ．有線によるブロードバンドの提供が困難な家、職場、施設等

において、有線と同等に近い条件でブロードバンドサービス

を享受 

□ Ⅴ．近距離にある無線機器同士が自動的に最適なネットワークを

構築し、利用者が機器同士の通信を意識することなくこれを

利用 

□ Ⅵ．移動する無線機器同士が自動的に瞬時にかつ優先的にネット

ワークを構築し、利用者が機器同士の通信を意識することな

くこれを利用 

□ Ⅶ．災害等の非常時に、通信システムを選ばず、確実に必要最小

限の情報のやり取りをすることが可能 

□ Ⅷ．その他〔 

 

                              〕 

      （                    ）※ 

（※Ⅷその他の利用シーンを提案する場合は、（ ）内に該当する

ニーズ要素を下から選び（複数可）ご記入ください。） 

 ① ユーザーが場所を意識することなく、どこでもアクセス可能な無線通信 

② 必要に応じてインターネットに常時接続が可能となる無線通信 

③ 所要の通信品質を確保することができる無線通信 

④ 有線よりも簡易に接続を確立するための近距離無線通信 

⑤ 瞬時にアドホック的な無線通信網を構築するための無線通信 

⑥ 有線での条件不利地域の通信回線を安価に確立するための無線通信 

⑦ 非常時に確実に利用することが可能な無線通信 

⑧その他 〔                      な無線通信〕 

Ｘ 
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３．提案システ

ムに関する事

項 

１．想定される導入時期、波及効果等 

 2010－2013 年。提案するシステムの市場での普及は漸次進むもの

と想定される。提案システムの持つ自立検出機能（レーダ的機能）は

普及率の低い状態でも装着車両の安全性を十分に向上させる。普及率

の向上と共に車々間（または路車間）通信情報の比率は自動的に上昇

し、交通安全環境提供の質と量は飛躍的に向上してシステムの付加価

値を拡大すると同時に、事故率低減、燃費向上などによる社会的損失

低減と環境エネルギー改善にも貢献する。 

本システム導入によるボリューム効果として、現在世界的に認可さ

れている 76－77ＧＨｚ帯車載レーダのシステム・コンポーネント価

格低減を可能にし、また高機能化による付加価値増大によって普及率

拡大を可能にしてミリ波有効利用を拡大する。 

更に本システムに適用される通信機能とレーダ機能の両立化は周

波数再利用の観点からも有効である。 

本システムを実現するのに必要な半導体デバイス、モジュール、回

路、アンテナ技術の開発はマイクロ波周波数帯（３－３０ＧＨｚ）用

部品コストの低減を可能にし、周波数逼迫する 3－6ＧＨｚ以下の応

用をマイクロ波周波数帯への移行を一層容易にする。 

 

 

２．想定される具体的な利用イメージ 

  76－77ＧＨｚ帯ミリ波レーダの市場導入以来、自動車の環境認

識・判定による走行安全性向上に対する技術要求は益々高くなり、他

車両と障害物に対する 0－100ｍの検知範囲と特に 30ｍ程度以下での

10ｃｍ位置精度／10mS 高速検知も要求されつつある。 

本提案では、交通事情に応じた高速―中速検知に対応するシステムと

以下の様な利用イメージを想定する。 

1）自車両に搭載する装置で自立的に自車周りの走行環境を検知（レ

ーダ機能）し、安全性判定と対応動作（ブレーキ、加速、ステアリン

グ制御）の基本とする。時に緊急性（高速判定）を要する場合のロー

カル判定を行う。 

2）検知した自車両の相対位置と共に走行状態（意志）の情報を通信

により必要な方向の他車両（例えば、ブレーキ動作・前方渋滞は後方

のみ、車線変更は後側方のみ等）に対してアドホック的に提供し、受

信車両の安全性判定に対する情報提供をする。 

3）路側のインフラ端末がネットワーク構成要素として機能し、共通

情報（例えば、事故発生とその位置）の提供をすることも可能。 

 

 

３．サービス提供形態 

 利用者主導型。  

路側インフラ端末があればその運用は道路管理者 

 

 

 

４．システムの導入に向けて想定される課題 

 提案システムの自立型検知機能は他車両への装備、インフラ整備を

要求しないため、導入に対するシステム課題は少ない。通信機能の有

効利用率は市場普及率の拡大と共に自動的に向上すると思われ、従っ

て事業的観点からの課題は少ないと考える。 

 本システム実現のための技術課題として以下が想定される。 

1）79ＧＨｚ帯低コストミリ波装置を実現する半導体・ＩＣ回路・ 

モジュール実装・アンテナ技術 

2）アンテナ制御技術 

3）レーダ機能と通信機能を両立するミリ波システム構成と 

変復調方式の開発 

4）高速信号処理技術 

 

 

５．国内・国外における研究開発・標準化動向 

高精度位置検出レーダ用にはＵＳＡ，ＥＵにて 24ＧＨｚ帯が認可さ

れているが、23.6－24ＧＨｚ発射禁止帯などのため、ＥＵでは 2013

年までの暫定認可。79ＧＨｚ帯への移行が勧告されており、ＥＵレベ

ルで研究開発プロジェクトが立上がりつつある。 

また、ミリ波帯に対応できる低コスト半導体デバイス、ＩＣ回路の研

究開発もＵＳＡ，ＥＵの大学・研究機関を中心に過去 2－3年に急速

に活発化している。 
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周波数帯  ７９ ＧHz 帯 

 

周波数幅  ４ ＧHz 

（複数帯域の指定可）  

 

複信方式 

□周波数分割（ＦＤＤ）

□時分割（ＴＤＤ） 

 

４．システムの

具現化に必要

な周波数帯及

び周波数幅 

【理由】（算出根拠など） 

車載応用を想定する時、車メーカよりの装置の大きさ・重さに対する

制約は厳しい。１０ｍＷ程度の小電力応用と応用に必要な百数十ｍの

検知・通信距離を想定する時に必要なアンテナ利得１５－２０ｄＢを

大きさ数ｃｍ以下で実現するためには 60－70ＧＨｚ以上のミリ波で

ある必要がある。また、想定する利用イメージに述べた如く、通信の

方向制御および検知には直進性のよいミリ波が適している。 

方向性制御実現のためにもアンテナ面積は大きくなる傾向であり、こ

の点からもより高い周波数が望ましい。必要な位置検出精度１０ｃｍ

を実現するためには最低 1.5GHz の帯域が必要であり、フィルタの省

略、発振器の安定性、周波数制御性、特に高価なフィルタを省略する

ためには４ＧＨｚ程度の帯域余裕度が必要。 

更に、国外動向に述べた様に、ＥＵでは 79ＧＨｚ帯（77－81ＧＨｚ）

が検討されており、国際標準化の観点からも７９ＧＨｚ帯は妥当であ

る。 

 

 

Ｘ 
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６－４ 5.9GHz ITS 無線通信システム (株)日立製作所 

 

システム名 5.9GHz ITS 無線通信システム  

１．システム名

及び概要 【概要】 

 

 日欧では 5.8GHz DSRC を使った ETC システムが普及している。 

一方では北米で 5.9GHz DSRC(WAVE とも呼ばれる)の検討が進んでお

り、最近では欧州(ETSI)でも検討が始まっている。欧米ともに、主な

用途は車々間通信（路車間通信を含む）を使った安全運転支援システ

ムである。特に欧州では、5.9GHz DSRC を ETC に使っている 5.8GHz

とは別の通信と位置づけている。 

 我が国においても、5.9GHz 帯を安全運転支援システムが中心とな

るアプリケーションとした ITS 用専用周波数帯を確保すべきである。

 

 

 

 

 

 

２．提案するシ

ステムの該当

する利用シー

ン 

 

該当する利用

シーン（報告書

第４章第４節）

の□に印をし

てください 

□ Ⅰ．ユーザーは何処で使えるかを全く意識しなくてよく、また、

一度接続されると、車中のような移動中を含めどの様な状態

においても一定の通信品質が確保（帯域保証）されるサービ

スを享受 

□ Ⅱ．日常の行動範囲内であればどこであろうと、自宅や職場から

持ち出したパソコンをブロードバンド環境でストレス無く同

様に使用することができるサービスを享受。（モバイルホー

ム、モバイルオフィス） 

□ Ⅲ．ある特定地点でのみで利用可能であることを意識して利用す

るものであり、そこに行けば簡単にかつ多様なブロードバン

ドサービスを享受 

□ Ⅳ．有線によるブロードバンドの提供が困難な家、職場、施設等

において、有線と同等に近い条件でブロードバンドサービス

を享受 

□ Ⅴ．近距離にある無線機器同士が自動的に最適なネットワークを

構築し、利用者が機器同士の通信を意識することなくこれを

利用 

■ Ⅵ．移動する無線機器同士が自動的に瞬時にかつ優先的にネット

ワークを構築し、利用者が機器同士の通信を意識することな

くこれを利用 

□ Ⅶ．災害等の非常時に、通信システムを選ばず、確実に必要最小

限の情報のやり取りをすることが可能 

□ Ⅷ．その他〔 

 

                              〕 

      （                    ）※ 

（※Ⅷその他の利用シーンを提案する場合は、（ ）内に該当する

ニーズ要素を下から選び（複数可）ご記入ください。） 

 ① ユーザーが場所を意識することなく、どこでもアクセス可能な無線通信 

② 必要に応じてインターネットに常時接続が可能となる無線通信 

③ 所要の通信品質を確保することができる無線通信 

④ 有線よりも簡易に接続を確立するための近距離無線通信 

⑤ 瞬時にアドホック的な無線通信網を構築するための無線通信 

⑥ 有線での条件不利地域の通信回線を安価に確立するための無線通信 

⑦ 非常時に確実に利用することが可能な無線通信 

⑧その他 〔                      な無線通信〕 
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３．提案システ

ムに関する事

項 

１．想定される導入時期、波及効果等 

 

 2010 年頃と予想。 

 車載器が将来的には自動車全車両への搭載が考えられる。又、路車

間通信用としては路側インフラ無線設備を始め、路側器を通信で結ぶ

ネットワークなどの広範囲な市場展開が期待される。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．想定される具体的な利用イメージ 

 

 自動車の安全運転支援システムのほか、ITS に関する各種アプリケ

ーションの展開が期待される。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３．サービス提供形態 

 

 安全運転支援システムは車々間通信に限れば自動車同士でサービ

スの展開が可能である。しかしながら、現実には車々間通信に加え、

路車間通信も混在して使われるものと考えるべきである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４．システムの導入に向けて想定される課題 

 

 5.9GHz に於ける ITS 無線通信システムの展開に向けて、国際間の

整合を取った規格の開発が必要である。 

 又、車載器を搭載するのは自動車であり、自動車メーカーの意向を

十分に反映した規格とする必要がある。 

 

 

５．国内・国外における研究開発・標準化動向 

 

 北米では 5.9GHz DSRC/WAVE の標準化やプロトタイプ作成が国家の

支援を受けて進められている。 

 欧州でも ETSI で 5.9GHz DSRC の標準化が北米標準化の影響を受け

て進められている。 

 又、自動車メーカーを中心とするコンソーシアムによる標準化の検

討が北米と欧州で進められている。 

 いずれも、安全運転支援システムを主なアプリケーションと位置づ

けている。 

 

 国内においては 5.8GHz DSRC 標準化の実績があり、ARIB STD-T75

や T88 の規格を完成させている。これらの規格は既に ITU-R 勧告化さ

れている。（勧告改訂待ちを含む） 

 活動の母体は ITS 情報通信システム推進会議であり、5.9GHz ITS 

無線通信システムに関しても同様の活動が期待される。 

   

 

周波数帯  5.9GHz 帯 

 

周波数幅  80MHz 

（複数帯域の指定可）  

 

複信方式 

□周波数分割（ＦＤＤ） 

■時分割（ＴＤＤ） 

 

４．システムの

具現化に必要

な周波数帯及

び周波数幅 

【理由】（算出根拠など） 

 

 アプリケーションを安全運転支援システムを仮定すると１チャン

ネル当り 10MHz で８チャンネル程度が必要である。 
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６－５ VHF 帯 ITS 無線通信システム ㈱日立製作所 

 

システム名 VHF 帯 ITS 無線通信システム  

１．システム名

及び概要 【概要】 

 

 ITS では 2.5GHz VICS、5.8GHz DSRC に加え、今後 5.9GHz DSRC や 79GHz 

UWBなどのメディアを使った通信システムが登場するものと予想され

る。 

 しかしながら、これらのメディアは単独ではサービスエリアが限定

されるため、不感地帯が生ずることがあり、シームレスな通信の確保

は困難である。 

 これらの各種無線メディアを制御し、シームレスな通信を実現させ

るため、比較的広いサービスエリアを確保できる VHF 帯(170-222MHz)

に制御チャンネルを確保すべきである。 

  

  

 

 

 

 

２．提案するシ

ステムの該当

する利用シー

ン 

 

該当する利用

シーン（報告書

第４章第４節）

の□に印をし

てください 

□ Ⅰ．ユーザーは何処で使えるかを全く意識しなくてよく、また、

一度接続されると、車中のような移動中を含めどの様な状態

においても一定の通信品質が確保（帯域保証）されるサービ

スを享受 

□ Ⅱ．日常の行動範囲内であればどこであろうと、自宅や職場から

持ち出したパソコンをブロードバンド環境でストレス無く同

様に使用することができるサービスを享受。（モバイルホー

ム、モバイルオフィス） 

□ Ⅲ．ある特定地点でのみで利用可能であることを意識して利用す

るものであり、そこに行けば簡単にかつ多様なブロードバン

ドサービスを享受 

□ Ⅳ．有線によるブロードバンドの提供が困難な家、職場、施設等

において、有線と同等に近い条件でブロードバンドサービス

を享受 

□ Ⅴ．近距離にある無線機器同士が自動的に最適なネットワークを

構築し、利用者が機器同士の通信を意識することなくこれを

利用 

■ Ⅵ．移動する無線機器同士が自動的に瞬時にかつ優先的にネット

ワークを構築し、利用者が機器同士の通信を意識することな

くこれを利用 

□ Ⅶ．災害等の非常時に、通信システムを選ばず、確実に必要最小

限の情報のやり取りをすることが可能 

□ Ⅷ．その他〔 

 

                              〕 

      （                    ）※ 

（※Ⅷその他の利用シーンを提案する場合は、（ ）内に該当する

ニーズ要素を下から選び（複数可）ご記入ください。） 

 ① ユーザーが場所を意識することなく、どこでもアクセス可能な無線通信 

② 必要に応じてインターネットに常時接続が可能となる無線通信 

③ 所要の通信品質を確保することができる無線通信 

④ 有線よりも簡易に接続を確立するための近距離無線通信 

⑤ 瞬時にアドホック的な無線通信網を構築するための無線通信 

⑥ 有線での条件不利地域の通信回線を安価に確立するための無線通信 

⑦ 非常時に確実に利用することが可能な無線通信 

⑧その他 〔                      な無線通信〕 
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３．提案システ

ムに関する事

項 

１．想定される導入時期、波及効果等 

 

 2010 年頃と予想。 

 各種無線メディアを使った車載器や路側器が将来的には自動車全

車両への搭載を含め広く普及することが考えられる。又、路車間通信

用としての路側インフラ無線設備を始め、路側器を通信で結ぶネット

ワークなど、各無線メディア単独の場合よりも、早期に広範囲な市場

展開が期待される。 

 

 

 

 

 

 

 

２．想定される具体的な利用イメージ 

 

 自動車の安全運転支援システムを含む ITS に関する各種アプリケ

ーションの複合展開が期待される。 

 

 

 

 

 

 

 

３．サービス提供形態 

 

 車々間通信を使った安全運転支援システムをはじめ、路車間通信を

使った交通情報提供サービスなど既存の ITS アプリケーションにつ

いて、更なる密度の高いサービスの提供が可能となる。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４．システムの導入に向けて想定される課題 

 

 ITS に関して VHF 帯を使ったシステムは前例が無く、導入に当たっ

ては通信システムや機器などの世界に先駆けた新規開発が必要とな

る。 

  

 

５．国内・国外における研究開発・標準化動向 

 

 国内外で前例が無い。 

我が国では ITS に関する研究開発・標準化について実績がある ITS

情報通信システム推進会議を活動の母体とし、ITU-R 勧告を視野に入

れた ARIB 規格とすることが期待される。 

   

 

周波数帯  VHF (170-222MHz) 帯 

 

周波数幅  10MHz 程度 

（複数帯域の指定可）  

 

複信方式 

□周波数分割（ＦＤＤ） 

■時分割（ＴＤＤ） 

 

４．システムの

具現化に必要

な周波数帯及

び周波数幅 

【理由】（算出根拠など） 

 

 1 チャンネルあたり５ＭＨzとして２チャンネルを確保したい。  
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６－６ ITS システム（車々間通信と路車間通信、レーダ） 富士通（株） 

 

システム名 ITS システム（車々間通信と路車間通信、レーダ）  

１．システム名

及び概要 

【概要】 

 

・機能：高速走行中の車両間や、基地局と車両間の通信、車間距離検

知等により、安全運転支援を行う。 

・性能：相対速度 200km/h までの移動体間、移動体と基地局間通信、

距離・相対速度検知。 

－100msec 以下の周期 

－100Byte 程度の情報量（～数 Mbps、～ 100Mbps） 

－数 100m のゾーン 

－数 10 台規模の車両数 

・ 周波数帯：5.8 GHz 帯の 80MHz、59～66GHz 帯の 2.5GHz、76GHz 帯

の数 GHz 

 

 

 

 

２．提案するシ

ステムの該当

する利用シー

ン 

 

該当する利用

シーン（報告書

第４章第４節）

の□に印をし

てください 

□ Ⅰ．ユーザーは何処で使えるかを全く意識しなくてよく、また、

一度接続されると、車中のような移動中を含めどの様な状態

においても一定の通信品質が確保（帯域保証）されるサービ

スを享受 

□ Ⅱ．日常の行動範囲内であればどこであろうと、自宅や職場から

持ち出したパソコンをブロードバンド環境でストレス無く同

様に使用することができるサービスを享受。（モバイルホー

ム、モバイルオフィス） 

□ Ⅲ．ある特定地点でのみで利用可能であることを意識して利用す

るものであり、そこに行けば簡単にかつ多様なブロードバン

ドサービスを享受 

□ Ⅳ．有線によるブロードバンドの提供が困難な家、職場、施設等

において、有線と同等に近い条件でブロードバンドサービス

を享受 

■ Ⅴ．近距離にある無線機器同士が自動的に最適なネットワークを

構築し、利用者が機器同士の通信を意識することなくこれを

利用 

■ Ⅵ．移動する無線機器同士が自動的に瞬時にかつ優先的にネット

ワークを構築し、利用者が機器同士の通信を意識することな

くこれを利用 

□ Ⅶ．災害等の非常時に、通信システムを選ばず、確実に必要最小

限の情報のやり取りをすることが可能 

□ Ⅷ．その他〔 

 

                              〕 

      （                    ）※ 

（※Ⅷその他の利用シーンを提案する場合は、（ ）内に該当する

ニーズ要素を下から選び（複数可）ご記入ください。） 

 ① ユーザーが場所を意識することなく、どこでもアクセス可能な無線通信 

② 必要に応じてインターネットに常時接続が可能となる無線通信 

③ 所要の通信品質を確保することができる無線通信 

④ 有線よりも簡易に接続を確立するための近距離無線通信 

⑤ 瞬時にアドホック的な無線通信網を構築するための無線通信 

⑥ 有線での条件不利地域の通信回線を安価に確立するための無線通信 

⑦ 非常時に確実に利用することが可能な無線通信 

⑧その他 〔                      な無線通信〕 

17 ページ



 

 

３．提案システ

ムに関する事

項 

１．想定される導入時期、波及効果等 

<交通利用者の安全・安心を目的とする通信> 

5.8GHz 帯の路車間通信は ETC から導入（2001 年 3 月から）され、

渋滞緩和に効果。さらにこの周波数帯を用いたマルチアプリ適用が

2003 年から開始。 

この周波数帯を用いた車々間通信規格検討が 1999 年から開始され

現在仕様検討中、2007 年からの実用化を目指す。 

一方、ミリ波帯の路車間、車々間通信は、より狭域の通信や、普及

が始まったミリ波レーダと通信との融合が狙い。2007 年からの実用

化を目指す 

 

２．想定される具体的な利用イメージ 

＜NICT 資料から抜粋＞ 

 

 

 

 

 

 

車々間通信利用イメージ  路車・車々間連携通信イメージ 

 

３．サービス提供形態 

 見通しの悪い交差点付近を走行する車に周辺車の走行状況を知ら

せ、例えば交差点での出会い頭衝突事故の削減を目指す。この場合は、

見通し外領域にも電波が廻り易いマイクロ波帯を用いる。 

一方、見通し内通信では、ミリ波帯の電波を用いて、例えば前方車

との車間距離を精度良く測定しながら通信を行い、きめ細かい走行制

御を行う。さらに、ミリ波レーダの測距精度を上げるためにより短い

パルスを発し、車周辺の比較的無い小さな物体、例えば、子供、自転

車、車椅子、等を検出し、さらにこれらに警報を送信するサービスが

考えられる。 

 

 

 

 

 

            路車、車々間通信協調 

 

 

 

 

 

４．システムの導入に向けて想定される課題 

・技術成熟度に応じた標準仕様の策定・改訂。 

仕様策定・改訂に伴う試験費用と工数。 

・標準仕様に基づいた適正コストの装置実現。 

・ユーザの満足と普及。 

 

５．国内・国外における研究開発・標準化動向 

路車間通信の研究開発は、適用周波数が異なるものの日米欧 3極で

継続進行中。 

路車間通信は ITU-R で標準化されたものがあり、さらにエンハンス

中。 

一方、車々間通信においては、国内では、電波産業会を中心に標準

化に資する技術基準を検討中（1999 年～）。 

また、ITU-R で標準化検討が開始された段階（2000 年～）。 

 

 

周波数帯 76～81GHz、59～66GHz 帯 

周波数幅  2～3GHz 

 

周波数帯 5.8 GHz 帯 

周波数幅 車々間通信用 5MHz/ch×数

ch を含め上り 40MHz、下り 40MHz、

合わせて 80MHz 

 

 

複信方式 

■周波数分割（FDD） 

■時分割（TDD） 

(双方の可能性あり) 

 

４．システムの

具現化に必要

な周波数帯及

び周波数幅 

【理由】（算出根拠など） 

数 10cm の物体まで分離特定（標定）するためにはパルス幅を 1nsec 

以下にする必要がある。ここから少なくとも 76～81、59～66 GHz 帯

の 2～3GHz の占有帯域幅が必要となる。さらに、100Mbps までの広帯

域近距離通信 数 ch 用にもこの帯域が必要となる。 

一方、マイクロ波帯では、既存周波数割当の中で電波を有効利用す

ることを考える。このため、現状路車間通信用の DSRC バンドの中で

少なくとも 2ch、緊急性の高いサービスも考えると+2ch を車々間通信

用にも考えたい。 
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６－７ 路車間・車々間通信 日本電気㈱ 

 

システム名 路車間・車々間通信  

１．システム名

及び概要 
【概要】 

車の安全に資する情報収集・提供を主な目的とし、路車間および車々

間通信を統合的に取り扱うシステムを想定。 

通信の種類 

・道路沿いに設置したアクセスポイントと車との路車間通信 

・車々間の直接通信 

・複数の中継車両を介した車々間通信 

・路車間通信を介したインターネット接続 

 

 

 

 

 

 

２．提案するシ

ステムの該当

する利用シー

ン 

 

該当する利用

シーン（報告書

第４章第４節）

の□に印をし

てください 

□ Ⅰ．ユーザーは何処で使えるかを全く意識しなくてよく、また、

一度接続されると、車中のような移動中を含めどの様な状態

においても一定の通信品質が確保（帯域保証）されるサービ

スを享受 

□ Ⅱ．日常の行動範囲内であればどこであろうと、自宅や職場から

持ち出したパソコンをブロードバンド環境でストレス無く同

様に使用することができるサービスを享受。（モバイルホー

ム、モバイルオフィス） 

■ Ⅲ．ある特定地点でのみで利用可能であることを意識して利用す

るものであり、そこに行けば簡単にかつ多様なブロードバン

ドサービスを享受 

□ Ⅳ．有線によるブロードバンドの提供が困難な家、職場、施設等

において、有線と同等に近い条件でブロードバンドサービス

を享受 

■ Ⅴ．近距離にある無線機器同士が自動的に最適なネットワークを

構築し、利用者が機器同士の通信を意識することなくこれを

利用 

■ Ⅵ．移動する無線機器同士が自動的に瞬時にかつ優先的にネット

ワークを構築し、利用者が機器同士の通信を意識することな

くこれを利用 

■ Ⅶ．災害等の非常時に、通信システムを選ばず、確実に必要最小

限の情報のやり取りをすることが可能 

□ Ⅷ．その他〔 

 

                              〕 

      （                    ）※ 

（※Ⅷその他の利用シーンを提案する場合は、（ ）内に該当する

ニーズ要素を下から選び（複数可）ご記入ください。） 

 ① ユーザーが場所を意識することなく、どこでもアクセス可能な無線通信 

② 必要に応じてインターネットに常時接続が可能となる無線通信 

③ 所要の通信品質を確保することができる無線通信 

④ 有線よりも簡易に接続を確立するための近距離無線通信 

⑤ 瞬時にアドホック的な無線通信網を構築するための無線通信 

⑥ 有線での条件不利地域の通信回線を安価に確立するための無線通信 

⑦ 非常時に確実に利用することが可能な無線通信 

⑧その他 〔                      な無線通信〕 
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３．提案システ

ムに関する事

項 

１．想定される導入時期、波及効果等 

ITS（高度道路交通システム）の分野では、e-Safety というグローバ

ルな安全への取り組みとして、交通事故死者ゼロを目指すというビジ

ョンのもと、事故が起こった場合の安全対策から、事故が起こる前の

対策（Active Safety）が必須と考えられており、それを実現するた

めの路車間および車々間通信の実現が期待されている。 

また同様のシステムを利用し、渋滞回避/解消につながる交通情報な

どを車に提供することも期待されている。 

想定される導入時期は 2012 年以降。 

 

２．想定される具体的な利用イメージ 

・道路沿いに設置したアクセスポイントと車との路車間通信を使用

し、交差点・合流・渋滞末尾・道路上の故障車などの衝突を防ぐため、

画像やアラームなどのメッセージを通知する。 

・車々間通信を使用し、上記のようなアラームなどのメッセージを通

知する。 

・路車間通信と車々間通信の組み合わせあるいは複数の中継車両を介

したマルチホップの車々間通信を使用し、上記のようなアラームなど

のメッセージを通知する。 

・路車間通信を介し、インターネット等のネットワークに接続し、よ

り広域な交通情報を車に提供する、等。 

 

 

３．サービス提供形態 

・関係省庁、地方自治体が車に対して安全等に関わる情報サービスを

提供する。 

・電気通信事業者が広域をカバーするネットワークを構築し、車向け

情報サービスを提供する。 

・災害等の非常時が発生した際に公共車両などを活用したネットワー

クを構築し、住民に対して、警報の伝達、避難情報等の周知、必要な

情報の収集を行うシステムを提供する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４．システムの導入に向けて想定される課題 

・安全用途のアプリケーションのための、専用周波数帯の確保。 

・国策としてのインフラ整備と車載機の普及施策。 

・高速移動環境に対応するネットワーク技術の研究開発。 

 

 

 

 

 

５．国内・国外における研究開発・標準化動向 

・米国では IEEE802.11p にて路車間、車々間含む通信方式の標準化活

動中。 

・欧州では C2CCC（Car to Car Communication Consortium）におい

て車メーカを中心に車々間通信の標準化活動中。 

・またドイツでは NoW（Network on Wheels）というプロジェクトに

おいて車メーカを中心に車々間通信の研究開発を実施中。 

 

 

 

 

 

 

周波数帯 5.9GHz 帯 

 

周波数幅 75MHz 

（複数帯域の指定可）  

 

複信方式 

□周波数分割（ＦＤＤ） 

□時分割（ＴＤＤ） 

 

４．システムの

具現化に必要

な周波数帯及

び周波数幅 

【理由】（算出根拠など） 

北米の路車間・車々間通信システム用に割り当てられている周波数を

参照。 

参考：北米の割り当て 5.85GHz～5.925GHz、10MHz×7CH(制御 CH 含む) 
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６－８ 
インフラ協調(路車間/車車間通信利用)運転支援シス

テム 
トヨタ自動車㈱ 

 

システム名 
インフラ協調(路車間/車車間通信利用)運転支援シ

ステム 

 

１．システム名

及び概要 【概要】 

新たな周波数を利用した路車間・車車間通信により、車両センサの見

通し範囲外の車両・歩行者情報や道路固有の交通管制情報を車両に伝

達し、ドライバに対する運転支援を行うことにより、車両単独では対

応困難な死傷者事故(出会い頭衝突、追突等)等を防止する運転支援シ

ステムを導入する。 

 

路車間通信及び車車間通信を統合したインフラ協調システムと、レー

ダーを利用したプリクラッシュセーフティシステム等の自律型予防

安全システムを時間的・場所的な機能分担により相互のシステムを補

完、協調させることでシステムの効果を最大化する。 

 

 

 

 

２．提案するシ

ステムの該当

する利用シー

ン 

 

該当する利用

シーン（報告書

第４章第４節）

の□に印をし

てください 

■ Ⅰ．ユーザーは何処で使えるかを全く意識しなくてよく、また、

一度接続されると、車中のような移動中を含めどの様な状態

においても一定の通信品質が確保（帯域保証）されるサービ

スを享受 

□ Ⅱ．日常の行動範囲内であればどこであろうと、自宅や職場から

持ち出したパソコンをブロードバンド環境でストレス無く同

様に使用することができるサービスを享受。（モバイルホー

ム、モバイルオフィス） 

■ Ⅲ．ある特定地点でのみで利用可能であることを意識して利用す

るものであり、そこに行けば簡単にかつ多様なブロードバン

ドサービスを享受 

□ Ⅳ．有線によるブロードバンドの提供が困難な家、職場、施設等

において、有線と同等に近い条件でブロードバンドサービス

を享受 

■ Ⅴ．近距離にある無線機器同士が自動的に最適なネットワークを

構築し、利用者が機器同士の通信を意識することなくこれを

利用 

■ Ⅵ．移動する無線機器同士が自動的に瞬時にかつ優先的にネット

ワークを構築し、利用者が機器同士の通信を意識することな

くこれを利用 

□ Ⅶ．災害等の非常時に、通信システムを選ばず、確実に必要最小

限の情報のやり取りをすることが可能 

■ Ⅷ．その他〔③、⑤ 

 

                              〕 

      （                    ）※ 

（※Ⅷその他の利用シーンを提案する場合は、（ ）内に該当する

ニーズ要素を下から選び（複数可）ご記入ください。） 

 ① ユーザーが場所を意識することなく、どこでもアクセス可能な無線通信 

② 必要に応じてインターネットに常時接続が可能となる無線通信 

③ 所要の通信品質を確保することができる無線通信 

④ 有線よりも簡易に接続を確立するための近距離無線通信 

⑤ 瞬時にアドホック的な無線通信網を構築するための無線通信 

⑥ 有線での条件不利地域の通信回線を安価に確立するための無線通信 

⑦ 非常時に確実に利用することが可能な無線通信 

⑧その他 〔                      な無線通信〕 
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３．提案システ

ムに関する事

項 

１．想定される導入時期、波及効果等 

システムの導入に向けては、機能の実現性や効果を社会実験等により

十分に検証したうえでインフラ展開する必要がある。新たなインフラ

技術(通信、センサ等)の開発、標準化、インフラ整備期間等を考慮す

ると、2010 年頃より社会実験による検証が開始され、その後順次整

備されるインフラと車載機の普及にともないシステムの段階的な利

用が開始される。 

 

波及効果についてはシステムに対応するインフラの設置率、車両搭載

(普及率)、死亡事故防止効果の高低などにより左右されるが、自律型

予防安全システムでは実現が困難な交差点での車対車の事故や、二輪

車・自転車・歩行者事故に対する削減効果を期待できる。 

 

２．想定される具体的な利用イメージ 

車両の走行状態に応じて添付資料１の利用シーンにおいて以下の情

報を提供する事で出会い頭や衝突等の事故を防止する運転支援を行

う。 

① 信号情報の提供 

信号情報をインフラから配信し、交差点での出会い頭事故の原因

となる赤信号見落としや変わり目の強行進入に対応する 

② 死角画像情報の提供 

対向直進車両の映像をインフラから右折車両へ配信し、交差点で

の右直事故の原因となる確認不十分に対応する 

③ 接近車両情報の提供 

優先道路を走行する接近車両の位置、速度等の情報を、非優先道

路で一時停止中の車両へ配信し、交差点での出会い頭事故の原因

となる確認不十分に対応する 

④ 道路規制情報の提供 

交通規制情報等をインフラから配信し、交差点での出会い頭事故、

速度超過による事故の原因となる標識見落としや意図的な交通規

制違反に対応する 

⑤ 停止・低速車両情報の提供 

見通し外の停止・低速車両(渋滞末尾等)の位置、速度等の情報を

車両へ配信し、見通し外道路での追突事故等の原因となる確認不

十分に対応する 

⑥ 横断歩行者・自転車情報の提供 

横断歩道とその周辺の歩行者及び自転車の位置・速度の情報をイ

ンフラから車両に配信し、交差点における歩行者等との接触事故

の原因となる確認不十分に対応する 

 

 

 

３．サービス提供形態 

道路上に設置されたインフラや走行中の車両同士が必要な情報を提

供できるネットワークを構成し、通信機を搭載した車両であれば、安

全且つ確実にデータを送受信することが可能なサービス。 

データ通信のタイプとしては大きく分けて添付資料２のような３つ

のタイプがある 

 

４．システムの導入に向けて想定される課題 

① 必要時に確実にデータ通信を行うための通信ゾーンの構成(通信

ゾーン内におけるシャドウイング、干渉対策) 

② 安全にデータ通信を行うためのセキュリティ対策 

③ 車両や路面状況を高精度に検知するセンサ技術 

④ 通信ゾーン内での車両の位置を連続的且つ高精度に把握する技術 

⑤ ネットワークのトポロジーが異なる路車間通信と車車間通信の効

率的な共用 

⑥ インフラ整備及び車載機普及の早期実現 

 

５．国内・国外における研究開発・標準化動向 

＜米国動向＞ 

・ 米国運輸省においては、事故死者低減に向けインフラ協調システ

ムの開発を国家プロジェクトとして推進中 

VII:Vehicle Infrastructure Integration 

VSCC:Vehicle Safety Communication Consortium 

CICAS:Cooperative Intersection Collision Avoidance Systems 

・ 通信仕様の標準化については、IEEEにて無線LAN技術をベースに、

5.9GHz 帯を利用した IEEE802.11p の標準化を実施中 

 

＜欧州動向＞ 

・ 死者半減の目標に向けて先進安全装備の開発を目的に e-Safety

フォーラムで官民共同検討を推進中 

・ 車車間通信を利用した安全システムの技術的な検討は EU の統合

安全プロジェクトPReVENTのサブプロジェクトであるWILLWARNや

ドイツ国内のプロジェクトである Network On Wheels (NOW)の中

で検討中 

・ 車車間通信の規格化については民間コンソーシアムである Car to 

Car Communication Consortium（C2C CC）において進行中 

・ ダイムラー社を中心とした SARA(Short range Automotive Radar 

frequency Allocation)グループでは車両の全方位をカバーする

ミリ波レーダー(24GHz、79GH)の検討が進められている。また、EU

プロジェクトの歩行者検出システム(SAVE-U)においても同様の周

波数帯でのシステム開発を実施している 
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４．システムの

具現化に必要

な周波数帯及

び周波数幅 

 

周波数帯 700M～1GHz 帯 

 1.5～3GHz 帯 

 5.8～6GHz 帯 

  3～5GHz 帯 

  100～400MHz 帯 

  ミリ波帯 

周波数幅 50～100MHz 

 

 

 

 

  

【理由】（算出根拠など） 

＜周波数帯＞ 

回線設計上アプリケーションの実現が厳しい車車間通信の要件(国交

省 ASV プロジェクト)、車載アンテナの構成、無線機器コスト、国内

外における周波数の利用状況等を踏まえると上記周波数帯がシステ

ム具現化の可能性があると考えられる。 

 

＜周波数幅＞ 

路車間通信及び車車間通信はサービスや提供する情報の内容が異な

るため、それぞれのアプリケーションにおける必要情報量、情報送信

周期、利用チャネル数等に基づき伝送容量を想定し、その合計値より

必要周波数幅を算出。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

添付資料１ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

信号機有り交差点 

歩行者・自転車 

②死角画像情報の提供 

①信号情報の提供 

見通し外カーブ ⑤停止・低速車両情報の提供 

利用シーン 

⑥横断歩行者・自転車情報の提供 

信号機無し交差点 

④道路規制情報の提供 

③接近車両情報の提供 

④道路規制情報の提供

（一時停止位置）

③接近車両情報の提供

（出会い頭事故対応）

止まれ信号
制御装置

①信号情報の提供

大型トラック

⑤停止・低速車両情報の提供

路側機

カメラ

（凡例）

通信エリア

センサー
凍結路面

渋滞末尾

死角

⑥横断歩行者・自転車情報の提供

②死角画像情報の提供
（右折事故対応）

交差点
（信号機有り）

交差点
（信号機無し）

見通し外
（カーブ）

④道路規制情報の提供

（一時停止位置）

③接近車両情報の提供

（出会い頭事故対応）

止まれ信号
制御装置

①信号情報の提供

大型トラック

⑤停止・低速車両情報の提供

路側機

カメラ

（凡例）

通信エリア

センサー
凍結路面

渋滞末尾

死角

⑥横断歩行者・自転車情報の提供

②死角画像情報の提供
（右折事故対応）

交差点
（信号機有り）

交差点
（信号機無し）

見通し外
（カーブ）
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添付資料２ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

データ通信のタイプデータ通信のタイプデータ通信のタイプデータ通信のタイプ

インフラ装置
（信号等）

路側装置 車両

タイプ１

タイプ２

タイプ３

転送

収集

収集処理

インフラ情報 データ配信

センシング

センシング

生データ 

（映像等）

加工データ
（メタデータ）

検知対象
（道路・他車両） 

検知対象 インフラ装置
（信号等）

路側装置 車両

タイプ１

タイプ２

タイプ３

転送

収集

収集処理

インフラ情報 データ配信

センシング

センシング

生データ 

（映像等）

加工データ
（メタデータ）

（道路状況・他車両等）
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６－９ 安全運転支援のための車車間通信ｼｽﾃﾑ 
日本自動車研究所ITSｾ

ﾝﾀ 

 

システム名 
 

安全運転支援のための車車間通信ｼｽﾃﾑ 

 

１．システム

名及び概要 【概要】 

道路上の中狭域における車車間通信において，特に安全運転を支援す

るための通信ｼｽﾃﾑを対象とする。 

具体的には 

・隊列走行，協調走行のための運転情報交換 

・合流，交差点での運転意志伝達 

・自車周囲情報の他車への伝達（画像など） 

・事故発生など緊急情報の周囲への伝達 

等を対象とする。 

（本通信のｶﾃｺﾞﾘｰについては別紙参照） 

 

 

 

 

 

 

２．提案するシ

ステムの該当

する利用シー

ン 

 

該当する利用

シーン（報告書

第４章第４節）

の□に印をし

てください 

□ Ⅰ．ユーザーは何処で使えるかを全く意識しなくてよく、また、

一度接続されると、車中のような移動中を含めどの様な状態

においても一定の通信品質が確保（帯域保証）されるサービ

スを享受 

□ Ⅱ．日常の行動範囲内であればどこであろうと、自宅や職場から

持ち出したパソコンをブロードバンド環境でストレス無く同

様に使用することができるサービスを享受。（モバイルホー

ム、モバイルオフィス） 

□ Ⅲ．ある特定地点でのみで利用可能であることを意識して利用す

るものであり、そこに行けば簡単にかつ多様なブロードバン

ドサービスを享受 

□ Ⅳ．有線によるブロードバンドの提供が困難な家、職場、施設等

において、有線と同等に近い条件でブロードバンドサービス

を享受 

□ Ⅴ．近距離にある無線機器同士が自動的に最適なネットワークを

構築し、利用者が機器同士の通信を意識することなくこれを

利用 

■ Ⅵ．移動する無線機器同士が自動的に瞬時にかつ優先的にネット

ワークを構築し、利用者が機器同士の通信を意識することな

くこれを利用 

■ Ⅶ．災害等の非常時に、通信システムを選ばず、確実に必要最小

限の情報のやり取りをすることが可能 

□ Ⅷ．その他〔 

 

                              〕 

      （                    ）※ 

（※Ⅷその他の利用シーンを提案する場合は、（ ）内に該当する

ニーズ要素を下から選び（複数可）ご記入ください。） 

 ① ユーザーが場所を意識することなく、どこでもアクセス可能な無線通信 

② 必要に応じてインターネットに常時接続が可能となる無線通信 

③ 所要の通信品質を確保することができる無線通信 

④ 有線よりも簡易に接続を確立するための近距離無線通信 

⑤ 瞬時にアドホック的な無線通信網を構築するための無線通信 

⑥ 有線での条件不利地域の通信回線を安価に確立するための無線通信 

⑦ 非常時に確実に利用することが可能な無線通信 

⑧その他 〔                      な無線通信〕 
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３．提案システ

ムに関する事

項 

１．想定される導入時期、波及効果等 

現在，道路交通における事故の大幅な削減が日本も含め海外でも ITS

の大きな課題になっている。既に車単体においてはざまざまな安全対

策がうたれつつあるが，更なる安全性向上のためには，他の車，ある

いは道路ｲﾝﾌﾗと協調した安全運転支援ｼｽﾃﾑの導入が不可欠である。車

車間通信はこのｼｽﾃﾑを支える重要技術であり，現在日，米，欧の各極

で安全に向けた車車間通信ｼｽﾃﾑの検討が進められている。 

実用化の時期については，各極関係機関によって差があるが概ね 

・２００８～２０１０ 

と見られている。 

 

安全のためのｼｽﾃﾑであり，車車間通信という性質から１００％搭載が

理想であるが，交通流のｽﾑｰｽﾞ化といったｱﾌﾟﾘｹｰｼｮﾝについては数％の

普及率で効果がでるという予測がある。 

 

 

 

 

 

２．想定される具体的な利用イメージ 

 

・前後１００ｍ～２００ｍの範囲にある複数の車両に対し安全関連の

情報を伝達する 

 

・交差点など見通し不良（事故も多い）域において，自車の存在，及

び運転意志を伝達する（ｲﾝﾌﾗを利用した中継も利用） 

 

・２Km 程度の中域についてはﾃﾞｰﾀ中継（ﾏﾙﾁﾎｯﾌﾟによる情報伝達をお

こなう 

 

 

３．サービス提供形態 

 

車同士のｱﾄﾞﾎｯｸな通信が主体で公衆網利用は考えない 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

４．システムの導入に向けて想定される課題 

 

・普及のためのｼﾅﾘｵ作成 

・通信信頼性の確立 

・社会的な受容性の醸成 

・法制度の整備 

・ETC など関連技術の有効利用 

・国際標準化 

 

 

 

 

 

５．国内・国外における研究開発・標準化動向 

現在ＶＳＣ（Ｖehicle Safety Communication）という分野が世界

的に認知されている。 

 

米国：ＶＳＣｺﾝｿｰｼｱﾑ（車ﾒｰｶによるｺﾝｿｰｼｱﾑ） 

欧州：様々な活動があるが特に標準化にむけては以下が代表的。 

 CAR-to－CAR コミュニケーションコンソーシアム 

（欧州の自動車ﾒｰｶによるｺﾝｿｰｼｱﾑ） 

日本 

ＡＳＶ：国内の車ﾒｰｶによる先進安全自動車の研究 

ITS 情報通信通信ｼｽﾃﾑ推進会議，車々間通信ｼｽﾃﾑ専門委員会： 

  車車間通信の仕様検討 

JARI／ITS ｾﾝﾀｰ：ＩＳＯなど標準化対応 

 

 

 

 

４．システムの

具現化に必要

な周波数帯及

び周波数幅 

 

周波数帯 ５．８ＧＨz帯 

 

周波数幅  １００Ｍ   Hz 

（複数帯域の指定可）  

 

複信方式 

□周波数分割（ＦＤＤ） 

■時分割（ＴＤＤ） 
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【理由】（算出根拠など） 

個々の車の安全運転に関わる情報発信量は 1.4Mbps 程度が想定され

る。 

ﾊﾞｲﾅﾘー伝送，ﾛｰﾙｵﾌ率 100％，誤り訂正なしなどを仮定し bps をその

まま Hz に変換すると個々の車の必要帯域は 1.4MHz となる。 

狭域 100-200m の範囲の車の台数，ｱｸｾｽ方式の効率を考慮して 

 

100MHz 

を提案する。 

詳細については別途報告する。 
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  車両からｲﾝﾌﾗへの通信 特定車両へ

の通信 

ｲﾝﾌﾗから車両への通信 

 
車両から車両への通信 

 

 

 

 

 特 定 の ｵ ﾌ ｨ

ｽ・家庭(ｱﾄﾞﾚ

ｽ指定）  

  

 

    Ａ 

特定の ITS ｲﾝ

ﾌﾗ/ｾﾝﾀ 

（ｱ ﾄ ﾞ ﾚ ｽ指

定）     

       

    Ｂ 

車の直近に

あるｲﾝﾌﾗ（ｱ

ﾄﾞﾚｽ指定な

し→通過時

に自動的に

交信）  Ｃ 

特定の車両 

（ｱ ﾄ ﾞ ﾚ ｽ指

定） 

     

      

    Ｄ 

特定広域内

の不特定車

両 

（2Km～）  

       

    Ｅ 

特定中域内

の不特定車

両 

（ 200m ～

2Km）    

    Ｆ 

特定狭域内

の不特定車

両（～200m）

→SA などで

の情報提供

を含む Ｇ  

自車周囲不

特定車両 

（～2km） 

ﾎｯﾋﾟﾝｸﾞ利用 

 

    Ｈ 

       

自車直近 

不特定車両 

（～100m） 

 

      

    Ｉ 

自車直近の 

特定位置の

車両（指向性

利用） 

（～100m） 

 

    Ｊ 

運転には直接関係な

い情報     １ 

  

 

 

 

 HP閲覧，ﾋﾞｼﾞ

ﾈ ｽ情報，映

像，音楽配信 

放送一般 ｲﾍﾞﾝﾄ情報 HP閲覧，ﾋﾞｼﾞ

ﾈ ｽ情報，映

像，音楽配信

   

広域にわたる情報 

（2Km～）   ２  

  

 

 

 

 地図配信 

目的地指示 

 

一般交通情

報 

 

     

広域にわたる緊急情

報 

（2km～）   ３ 

  

 

 

 

  事故，天候，

地震情報な

ど 

事故，天候，

地震情報な

ど 

事故，天候，

地震情報な

ど 

   

中域にわたる情報 

（200m～2km） 

        ４ 

  

 

 

 

 目的地指示  渋滞，事故，

ｲﾍﾞﾝﾄ，道路

状態 

渋滞，事故，

ｲﾍﾞﾝﾄ，道路

状態 

   

中域にわたる緊急情

報 （ 200m ～ 2km ） 

５ 

  

 

 

 

  事故情報 事故情報 事故情報    

狭域にわたる情報 

（～200m）  ６ 

  

 

 

 

 特定区域の

画像提供 

 前方特定区

域の画像 

信号，標識 

前方特定区

域の画像 

   

狭域にわたる緊急情

報 

（～200m）   ７ 

  

 

 

 

 

 

 

  渋滞末尾，事

故発生情報 

渋滞末尾，事

故発生情報 

   

 

道路ｲﾝﾌﾗの属性・履

歴情報 

（～200m）   ８ 

   ｲﾝﾌﾗ履歴情

報の収集 

  特定地域へ

の 進 入 許

可・案内 

（ETC) 

   

運転には関係ない情

報 

        ９ 

一般会話 

ﾋﾞｼﾞﾈｽ 

ﾒｰﾙ 

 

 

 

 

 

 

特定車両へ

の画像，音楽

送信 

   宣伝 

呼びかけ 

一般会話 

呼びかけ 

挨拶 

画像，音楽の

送信 

呼びかけ 

挨拶 

車両の属性・履歴情

報 

 

      

       １０ 

 ERI情報 

履歴情報 

重要物運搬ﾌ

ｫﾛｰ 

（問い合わ

せに対して

回答） 

ERI情報 

履歴情報 

（問い合わ

せに対して

回答） 

（ETC) 

      ETC検査 

取り締まり

（問い合わ

せに対して） 

車両内ｾﾝｼﾝｸﾞ情報１

（運転状況ｾﾝｼﾝｸﾞ） 

       １１ 

 ﾌﾟﾛｰﾌﾞ 

走行ﾓﾆﾀ（ﾄﾗｯ

ｸなど） 

 

 

 

 

 

      ﾌﾟﾗﾄｩｰﾝ 

自車速度，加

速度，ﾌﾞﾚｰｷ

情報 

車両内ｾﾝｼﾝｸﾞ情報２

（ﾄﾞﾗｲﾊﾞ，積荷，乗

客状況）   １２ 

積荷状況 車両診断情

報 

ﾄﾞﾗｲﾊﾞﾓﾆﾀ情

報，積荷状況

情報 

ﾊﾞｽ混雑度の

通知，ﾊﾞｽﾛｹ 

       

車両内ｾﾝｼﾝｸﾞ情報３ 

（緊急情報） 

       １３ 

異常情報 異常情報 異常情報 

 

 

 

    異常情報 異常情報 異常情報 

運転意志に関する情

報１ 

（ﾙｰﾄ選択，目的地） 

       １４ 

 配送ﾙｰﾄ報告  目的地の共

有 

   緊急車両のﾙ

ｰﾄ明示 

  

運転意志に関する情

報２     １５ 

（ﾊﾝﾄﾞﾙ，ﾌﾞﾚｰｷ操作） 

   

 

 

 

 

     協調走行 

右左折，車線

変更，停止，

合流意志 

協調走行 

合流意志，ﾌﾟ

ﾗﾄｩｰﾝ 

車両周辺のｾﾝｼﾝｸﾞ情

報１ 

（運転行動に関係） 

       １６ 

 道路の走行

環境(画像） 

ﾌﾟﾛｰﾌﾞ 

 

 

 

 

 

特定の車へ

の前方画像

情報提供 

   道路環境情

報（水溜りな

ど） 

 特定の車へ

の前方画像

情報提供 

車両周辺のｾﾝｼﾝｸﾞ情

報２    １７ 

（運転には直接関係

ない道路周囲環境） 

 道路の周囲

環境（画像） 

ﾌﾟﾛｰﾌﾞ 

        

 

車両周辺のｾﾝｼﾝｸﾞ緊

急情報 

       １８ 

 周囲の事故

連絡 

 

 

 

 

周囲事故の

連絡 

   周囲事故の

連絡 

周囲事故の

連絡 

周囲事故の

連絡 

 

情報の性格 

車
が
保
有
・
獲
得
し
て
い
る
情
報
（I

T
S

関
連
情
報
は
自
車
位
置
を
含
む
） 

イ
ン
フ
ラ
側
が
保
持
・
獲
得
し
て
い
る
情
報 

通 信 相

手

協調走行のため

の通信（従来） 

センシング通

電子ﾅﾝﾊﾞｰﾌﾟﾚｰﾄ・ﾌﾞﾗｯｸﾎﾞｯｸｽﾁｪ

ｯｸ

物流・公共輸送 

ﾌﾟﾛｰﾌﾞ 

AHS/UTMS 安全情報 

VICS/ﾅﾋﾞ関連情報 

DSRC多目的利用

異常，事故情報通

本本提提案案のの範範囲囲  

 

 

    本提案に関わる情報（網掛け部分） 

各ｻｰﾋﾞｽにおける情報例（運転に関係ない情報は除く）   
NO 情報名称 分類 説明 ﾃﾞｰﾀ容量 始点 終点 通信形態 通信容量  通信手段 

地図配信  ｵﾝﾃﾞﾏﾝﾄﾞで地図を配信  ｻｰﾋﾞｽｾﾝﾀ 特定車両 ｵﾝﾃﾞﾏﾝﾄﾞ   2-D 

目的地指示  ﾄﾗｯｸ，ﾀｸｼｰへの目的地指示  営業所 特定車両 発生時   

2-E 一般交通情報  広域の交通情報  ｻｰﾋﾞｽｾﾝﾀ 不特定車両 常時   

3-E 広域緊急情報  事故，天候・地震などの広域情

報 

 ｻｰﾋﾞｽｾﾝﾀ 不特定車両 発生時   

3-F 広域緊急情報  事故，天候・地震などの広域情

報 

 ｻｰﾋﾞｽｾﾝﾀ 不特定車両 発生時   

3-G 広域緊急情報  事故，天候・地震などの広域情

報 

 ｻｰﾋﾞｽｾﾝﾀ 不特定車両 発生時   

4-D 目的地指示  ﾄﾗｯｸ・ﾀｸｼｰへの目的地指示  営業所 特定車両 発生時   

4-F 渋滞，事故，工事，

ｲﾍﾞﾝﾄ情報 

 中域の情報  ｻｰﾋﾞｽｾﾝﾀ 不特定車両    

4-G 渋滞，事故，工事，

ｲﾍﾞﾝﾄ情報 

 中域の情報  ｻｰﾋﾞｽｾﾝﾀ 不特定車両    

5-E 

5-F 

5-G 

事故発生情報  中域の事故発生情報  ｻｰﾋﾞｽｾﾝﾀ 

路側ｲﾝﾌﾗ 

不特定車両 発生時   

6-D 特定区域の道路

画像提供 

 ｵﾝﾃﾞﾏﾝﾄﾞで画像情報を提供  ｻｰﾋﾞｽｾﾝﾀ 特定車両 ｵﾝﾃﾞﾏﾝﾄﾞ   

6-F 前方特定区域の

道路画像提供 

 区域に進入する不特定車両に

情報提供 

 路側ｲﾝﾌﾗ 不特定車両 常時   

6-G 信号，標識  狭域の規制，注意情報  路側ｲﾝﾌﾗ 不特定車両 常時   

7-F 渋滞末尾など  事前に前方の異常状況を伝達  路側ｲﾝﾌﾗ 不特定車両 発生時   

7-G 渋滞末尾など  狭域の異常状態  路側ｲﾝﾌﾗ 不特定車両 発生時   

8-D ｲﾝﾌﾗ情報の収集  車からの問い合わせに対してｲ

ﾝﾌﾗの属性を回答 

 路側ｲﾝﾌﾗ 特定車両 ｵﾝﾃﾞﾏﾝﾄﾞ   

8-G 特定地域への進

入許可・案内 

 特定地域への進入について情

報提供（ETC) 

 路側ｲﾝﾌﾗ 不特定車両 通過時   

10-B 

10-C 

 

ERI・履歴情報提

供 

重要物運搬ﾌｫﾛｰ 

 問い合わせに対して，車両の固

有情報を回答 

 車両 ｾﾝﾀｰ・路側ｲﾝ

ﾌﾗ 

ｵﾝﾃﾞﾏﾝﾄﾞ   

10-J ETC 車両検査  ETC への対応状況を回答  車両 特定車両 ｵﾝﾃﾞﾏﾝﾄﾞ   

11-B 走行ﾓﾆﾀ（ﾌﾟﾛｰﾌﾞ）  車両の走行状況のｾﾝｼﾝｸﾞﾃﾞｰﾀ

を回答 

 車両 ｾﾝﾀ・特定車

両 

常時   

11-J 自車速度，加速

度，ﾌﾞﾚｰｷ情報 

 ﾌﾟﾗﾄｩｰﾆﾝｸﾞなど  車両 近接する特

定車両 

常時 400Kbps 

10msec 

 

12-A 積荷状況 物流 積荷の状況等について問い合

わせに回答 

 車両 顧客ｵﾌｨｽな

ど 

ｵﾝﾃﾞﾏﾝﾄﾞ   

12-B 車両診断，積荷 

ﾄﾞﾗｲﾊﾞﾓﾆﾀ情報 

 車両の状況，積荷の状況を回答  車両 事業者ｵﾌｨｽ

など 

ｵﾝﾃﾞﾏﾝﾄﾞ   

12-C ﾊﾞｽ混雑度通知 

ﾊﾞｽﾛｹ 

 ﾊﾞｽ情報化  車両 近接するｲﾝﾌ

ﾗ 

通過時   

13-A 

13-B 

13-C 

車両内の異常情

報 

安全 車両内で発生した異常情報を

各所に連絡 

 車両 各所 発生時  

 

 

 

13-H 

13-I 

13-J 

車両内の異常情

報 

安全 車両内で発生した異常情報を

各所に連絡 

 車両 各所 発生時    

  100Kbps 

 

14-B 配送ﾙｰﾄ報告  走行ﾙｰﾄの選択・変更に関わる

情報 

 車両 事業所など 発生時   

14-D 目的地，ﾙｰﾄ情報

の共有 

 仲間内の情報共有  車両 特定車両 発生時   

14-H 

14-I 

緊急車の走行ﾙｰﾄ

明示 

 緊急車両の通過ﾙｰﾄ  車両 周囲の不特

定車両 

発生時   

15-Ｉ 

15-J 

右左折，車線変

更，停止，合流意

志情報 

 交差点での事故防止，協調走行

時の確認情報 

 車両 周囲の不特

定車両/特定

車両 

一過性 200Kbps  

16-B 道路の走行環境  ﾌﾟﾛｰﾌﾞ情報  車両 ｾﾝﾀ 常時   

16-D 前方道路画像の

提供 

 混雑状況などのﾘｱﾙﾀｲﾑ提供  車両 特定車両 常時   

16-H 走行環境情報提

供 

 水溜りなどの環境を後続車に

伝達 

 車両 中域の不特

定車両 

発生時 100Kbps  

16-J 前方画像の提供  ﾊﾞｽなどの大型車両が後方に画

像を提供（視界補助） 

 車両 後方車両 混雑時 500Kbps  

17-B 道路周囲環境ﾓﾆﾀ  道路周囲の環境をﾓﾆﾀ  車両 ｾﾝﾀ 常時   

18-B 

18-C 

周囲の事故連絡  自車周囲で発生した事故，突発

事象を連絡 

 車両 ｾﾝﾀ，車両 発生時   

18-H 

18-I 

18-J 

周囲の事故連絡  自車周囲で発生した事故，突発

事象を連絡 

 車両 ｾﾝﾀ，車両 発生時 100Kbps  
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６－１０ 車々間通信システム 沖電気工業株式会社㈱ 

 

システム名 車々間通信システム  

１．システム名

及び概要 
【概要】 

車々間通信は DSRC の一システムとして現在国内外で車メーカーによ

るサービス検討、通信機メーカーによる研究開発が進められている。

＜サービス＞ 

・ 安全運転支援のためのドライバーへの情報提供、車両制御 

・ 快適なドライブのための情報提供、娯楽提供 

・ 自車周辺に存在する必要な全ての車両とのアドホック通信確立 

＜機能・性能＞ 

・ 安全運転支援実現のための高品質、高リアルタイム通信 

・ 建物や車両による見通し外の位置関係にある車両同士の通信 

・ 20 台～120 台程度の車両間通信を実現する通信帯域の確保 

・ 動画像等の高容量データ通信の実現 

上記サービス、機能、性能を満足するために、通信の広帯域化、最適

使用周波数帯に関しても検討されている。 

 

 

 

２．提案するシ

ステムの該当

する利用シー

ン 

 

該当する利用

シーン（報告書

第４章第４節）

の□に印をし

てください 

□ Ⅰ．ユーザーは何処で使えるかを全く意識しなくてよく、また、

一度接続されると、車中のような移動中を含めどの様な状態

においても一定の通信品質が確保（帯域保証）されるサービ

スを享受 

□ Ⅱ．日常の行動範囲内であればどこであろうと、自宅や職場から

持ち出したパソコンをブロードバンド環境でストレス無く同

様に使用することができるサービスを享受。（モバイルホー

ム、モバイルオフィス） 

□ Ⅲ．ある特定地点でのみで利用可能であることを意識して利用す

るものであり、そこに行けば簡単にかつ多様なブロードバン

ドサービスを享受 

□ Ⅳ．有線によるブロードバンドの提供が困難な家、職場、施設等

において、有線と同等に近い条件でブロードバンドサービス

を享受 

□ Ⅴ．近距離にある無線機器同士が自動的に最適なネットワークを

構築し、利用者が機器同士の通信を意識することなくこれを

利用 

■ Ⅵ．移動する無線機器同士が自動的に瞬時にかつ優先的にネット

ワークを構築し、利用者が機器同士の通信を意識することな

くこれを利用 

□ Ⅶ．災害等の非常時に、通信システムを選ばず、確実に必要最小

限の情報のやり取りをすることが可能 

□ Ⅷ．その他〔 

 

                              〕 

      （                    ）※ 

（※Ⅷその他の利用シーンを提案する場合は、（ ）内に該当する

ニーズ要素を下から選び（複数可）ご記入ください。） 

 ① ユーザーが場所を意識することなく、どこでもアクセス可能な無線通信 

② 必要に応じてインターネットに常時接続が可能となる無線通信 

③ 所要の通信品質を確保することができる無線通信 

④ 有線よりも簡易に接続を確立するための近距離無線通信 

⑤ 瞬時にアドホック的な無線通信網を構築するための無線通信 

⑥ 有線での条件不利地域の通信回線を安価に確立するための無線通信 

⑦ 非常時に確実に利用することが可能な無線通信 

⑧その他 〔                      な無線通信〕 
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３．提案システ

ムに関する事

項 

１．想定される導入時期、波及効果等 

 

車々間通信システムの安全運転支援への適用は、自動車メーカーが主

体で検討が進められている。導入時期は 2008 年～2010 年頃を想定。

最終的には全車メーカーの統一システムとして全車両への適用が検

討されている。車両の自律系のシステムとあわせて無線通信手段を使

用することにより、交通事故低減への効果は多大であると考えられて

いる。 

 

２．想定される具体的な利用イメージ 

 

 

３．サービス提供形態 

 

車両に搭載された車々間通信装置は自車両の位置、速度、制御情報、

画像情報等を周囲の車に送信する。周辺車両から受信した情報から、

お互いの車の位置関係、進行方向、速度等から安全運転に必要な情報

をドライバーに提供する。 

例えば、自車が交差点に接近する状況において、前方あるいは交差す

る道路を走行する車両の位置、速度、画像情報等を車々間通信にて取

得することにより、自車の位置、速度等から、出会い頭衝突、右折衝

突等の危険度を事前にドライバーに伝えることが可能となる。 

 

 

 

 

 

４．システムの導入に向けて想定される課題 

以下に示す２つの課題について、各々検討を進める必要がある。 

◆通信帯域の確保 

車々間通信では全ての車両が情報を定期的に送信することを前提に

システムを検討するため、交通量の多い道路における通信、あるいは

情報量が多い動画データによる通信においては通信品質を確保する

ために、通信の広帯域化が必要となる 

◆通信可能距離の拡大 

5.8GHz 帯を使用した DSRC 車々間通信の場合、5.8GHz 周波数帯では建

物、車両等により電波伝搬が大きく減衰するため、いわゆるドライバ

ーから見た死角、見通し外通信に環境での通信距離確保が困難。低い

周波数帯による通信方式の検討が必要である。 

 

５．国内・国外における研究開発・標準化動向 

◆国内 

安全運転支援サービスの検討は、国内車メーカー、それらによる ASV

コンソーシアム、JARI 等の団体で検討が進められている。また通信

の規格に関しては、ITS 情報通信システム推進会議 車々間通信専門

委員会において ARIB 標準規格の策定を検討している。 

◆海外 

米国では IEEE802.11p において DSRC 規格として審議中。 

また ISO/TC204 においても審議が進められている。 

 

 

周波数帯 5GHz 帯、200MHz 帯 

 

周波数幅 50～100MHz(@5GHz 帯)、 

4MHz～（@200MHz 帯） 

（複数帯域の指定可）  

 

複信方式 

□周波数分割（ＦＤＤ） 

■時分割（ＴＤＤ） 

 

４．システムの

具現化に必要

な周波数帯及

び周波数幅 

【理由】（算出根拠など） 

米国（欧州）にて検討されている IEEE802.11p 以上の帯域を確保する

ことにより、5GHz 帯 DSRC の国内における車々間通信サービスを充実

させる。また動画を利用した車々間通信を検討する場合、上記程度の

広帯域化が必須となる。 

 

一方、車々間通信による安全支援のサービス拡充のために見通し外エ

リアに対する電波伝搬特性の優位性から、低周波数を使用したシステ

ム検討も必要。その際にも最低限、現状 DSRC システム並の伝送速度

確保が必要。 
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６－１１ ブロードバンド車車間通信システム ㈱デンソー 

 

システム名 ブロードバンド車車間通信システム  

１．システム名

及び概要 

【概要】 

近距離に存在する車同士が、映像を含むリッチな情報をやり取りでき

る車車間通信システムの提案。 

近年、交通事故低減のために車同士が、情報をやりとりすることによ

って事前に危険予防を達成することが研究されている。 

予防手段として画像、映像を低遅延で通信することが実現のための 

大きな課題である。 画像、映像を高速に通信するためには、ワイヤ

レスブロードバンド技術が必要である。 現状では、該システムを実

現するにたる周波数資源が存在していない。 無線通信を利用した危

険予防を実現するために、ブロードバンド車車間通信システムを提案

する。 

 

 

 

 

２．提案するシ

ステムの該当

する利用シー

ン 

 

該当する利用

シーン（報告書

第４章第４節）

の□に印をし

てください 

□ Ⅰ．ユーザーは何処で使えるかを全く意識しなくてよく、また、

一度接続されると、車中のような移動中を含めどの様な状態

においても一定の通信品質が確保（帯域保証）されるサービ

スを享受 

□ Ⅱ．日常の行動範囲内であればどこであろうと、自宅や職場から

持ち出したパソコンをブロードバンド環境でストレス無く同

様に使用することができるサービスを享受。（モバイルホー

ム、モバイルオフィス） 

□ Ⅲ．ある特定地点でのみで利用可能であることを意識して利用す

るものであり、そこに行けば簡単にかつ多様なブロードバン

ドサービスを享受 

□ Ⅳ．有線によるブロードバンドの提供が困難な家、職場、施設等

において、有線と同等に近い条件でブロードバンドサービス

を享受 

■ Ⅴ．近距離にある無線機器同士が自動的に最適なネットワークを

構築し、利用者が機器同士の通信を意識することなくこれを

利用 

■ Ⅵ．移動する無線機器同士が自動的に瞬時にかつ優先的にネット

ワークを構築し、利用者が機器同士の通信を意識することな

くこれを利用 

□ Ⅶ．災害等の非常時に、通信システムを選ばず、確実に必要最小

限の情報のやり取りをすることが可能 

□ Ⅷ．その他〔 

 

                              〕 

      （                    ）※ 

（※Ⅷその他の利用シーンを提案する場合は、（ ）内に該当する

ニーズ要素を下から選び（複数可）ご記入ください。） 

 ① ユーザーが場所を意識することなく、どこでもアクセス可能な無線通信 

② 必要に応じてインターネットに常時接続が可能となる無線通信 

③ 所要の通信品質を確保することができる無線通信 

④ 有線よりも簡易に接続を確立するための近距離無線通信 

⑤ 瞬時にアドホック的な無線通信網を構築するための無線通信 

⑥ 有線での条件不利地域の通信回線を安価に確立するための無線通信 

⑦ 非常時に確実に利用することが可能な無線通信 

⑧その他 〔                      な無線通信〕 
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３．提案システ

ムに関する事

項 

１．想定される導入時期、波及効果等 

 

交通事故死者数半減を目指しての取り組みが本格化する 2010 年こ

ろが導入開始時期と考える.米国でも同様のシステムが 2008 年以降

実現されることが想定されており，2010 年ころには日本でも同様の

システムが必要と考える． 

まずは車両同士の安全運転支援がメインとなるが，波及効果として

同一もしくは近接周波数を用いた歩行者の安全運転支援の可能性を

秘めている． 

 

２．想定される具体的な利用イメージ 

 

全車両に車載器を搭載し，走行する各車両から自車位置を他車両に

無線通信を利用して通知することにより，見通し外にある車両の存在

を事前に感知することが可能となり，出会い頭衝突や右直事故などを

回避することが可能となる． 

 

 

３．サービス提供形態 

 

インフラのない，車両同士のネットワークによりサービスを提供す

る． 

 

 

 

 

 

４．システムの導入に向けて想定される課題 

 

以下が想定される 

・ 見通し外エリアでの通信成立性の向上 

・ 低遅延な通信の実現 

・ 走行しながらの通信品質の向上 

・ 事故回避のための車両制御の実現 

 

・車載器普及にむけた政策的な取り組み 

 

 

５．国内・国外における研究開発・標準化動向 

 

日本では、ITS 情報通信システム推進審議会の車車間専門委員会に

おいて通信仕様が検討されている。また、先進安全自動車（ASV）推進検

討委員会の次世代技術分科会の中で車車間通信のアプリケーションとそ

の仕様が検討されている。さらに，日本自動車研究所（JARI）における車

車間通信システム標準化分科会においても，車車間通信仕様について検

討されている．平成 15 年度には，これら三団体が共同で 5.8GHz 帯を用い

た DSRC の規格である ARIB STD-T75 を用いた車車間通信実験がおこな

われ、基礎的な伝搬特性を取得している。 

米国では、自動車メーカを中心とした民間主体のコンソーシアムとして

VSCC（Vehicle Safety Communications Consortium）が 2002 年に発足し、安

全走行支援のための車車間通信が検討されている。通信方式としては、

5.9GHz 帯の周波数において無線 LAN 規格を元にした IEEE802.11p が選

択されている。 

欧州では、自動車メーカを中心とした非営利団体である C2C-CC

（Car-to-Car Communication Consortium）において、安全のための車車

間通信が検討されている。物理層として無線 LAN を適用した場合の測定

をおこなっている。またドイツの自動車メーカ、通信メーカ、研究機関が参

加している NOW（FleetNet の後継）では、車車間通信のアドホックルーティ

ングプロトコルについて検討が進んでいる。 
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周波数帯   5.7-5.9  GHz 帯 

 

周波数幅      80 MHz 

（複数帯域の指定可）  

 

複信方式 

□周波数分割（ＦＤＤ）

■時分割（ＴＤＤ） 

 

４．システムの

具現化に必要

な周波数帯及

び周波数幅 

【理由】（算出根拠など） 

 

周波数帯については，現行の ETC で使用する 5.8GHz 帯近傍を採用す

ることにより，車載器のスムーズな移行が望める．加えて，近年の無

線 LAN の爆発的な普及や米国での標準化の状況を踏まえ，同等の帯域

幅 20MHz/ch が必要となると考える．システム実現に際しては，安全

運転支援のためのデータのプライオリティ（緊急安全運転支援情報と

通常情報など）やチャネルの占有を想定して 4チャネル程度が必要と

考える． 
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